
【問 15】都市計画法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 市街化調整区域は、土地利用を整序し、又は環境を保全するための措置を講ずることなく放置すれば、将

来における一体の都市としての整備に支障が生じるおそれがある区域とされている。 

２ 高度利用地区は、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新とを図るため、都市計画に、建築物

の高さの最低限度を定める区域とされている。 

３ 特定用途制限地域は、用途地域が定められている土地の区域内において、都市計画に、制限すべき特定の

建築物等の用途の概要を定める地域とされている。 

４ 地区計画は、用途地域が定められている土地の区域のほか、一定の場合には、用途地域が定められていな

い土地の区域にも定めることができる。 

 

 

 

 

 

【問 16】都市計画法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。ただし、この問において条例による特

別の定めはないものとし、「都道府県知事」とは、地方自治法に基づく指定都市、中核市及び施行時特例市に

あってはその長をいうものとする。 

１ 開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ、開発行為に関係がある公共施設の管理者と協議し、その

同意を得なければならない。 

２ 開発許可を受けた者は、当該許可を受ける際に申請書に記載した事項を変更しようとする場合において

は、都道府県知事に届け出なければならないが、当該変更が国土交通省令で定める軽微な変更にあたるとき

は、届け出なくてよい。 

３ 開発許可を受けた者は、当該開発行為に関する工事を完了し、都道府県知事から検査済証を交付されたと

きは、遅滞なく、当該工事が完了した旨を公告しなければならない。 

４ 市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域内において、自己の居住用の住宅を新築し

ようとする全ての者は、当該建築が開発行為を伴わない場合であれば、都道府県知事の許可を受けなくてよ

い。 

 

 

 

 

 

【問 17】建築基準法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域を災害危険区域として指定し、当

該区域内における住居の用に供する建築物の建築を禁止することができる。 

２ ３階建て以上の建築物の避難階以外の階を、床面積の合計が 1,500 ㎡を超える物品販売業の店舗の売場

とする場合には、当該階から避難階又は地上に通ずる２以上の直通階段を設けなければならない。 

３ 建築物が防火地域及び準防火地域にわたる場合、その全部について準防火地域内の建築物に関する規定

を適用する。 

４ 石綿等をあらかじめ添加した建築材料は、石綿等を飛散又は発散させるおそれがないものとして国土交

通大臣が定めたもの又は国土交通大臣の認定を受けたものを除き、使用してはならない。 

  



【問 18】次の記述のうち、建築基準法（以下この問において「法」という。）の規定によれば、正しいもの

はどれか。 

１ 法第 53 条第１項及び第２項の建蔽率制限に係る規定の適用については、準防火地域内における準耐火建

築物であり、かつ、街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で特定行政庁が指定するものの内にある建築

物にあっては同条第１項各号に定める数値に 10 分の２を加えたものをもって当該各号に定める数値とする。 

２ 建築物又は敷地を造成するための擁壁は、道路内に、又は道路に突き出して建築し、又は築造してはなら

ず、地盤面下に設ける建築物においても同様である。 

３ 地方公共団体は、その敷地が袋路状道路にのみ接する建築物であって、延べ面積が 150㎡を超えるものに

ついては、一戸建ての住宅であっても、条例で、その敷地が接しなければならない道路の幅員、その敷地が

道路に接する部分の長さその他その敷地又は建築物と道路との関係に関して必要な制限を附加することが

できる。 

４ 冬至日において、法第 56 条の２第１項の規定による日影規制の対象区域内の土地に日影を生じさせるも

のであっても、対象区域外にある建築物であれば一律に、同項の規定は適用されない。 

 

 

 

 

 

【問 19】宅地造成等規制法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。なお、この問において「都

道府県知事」とは、地方自治法に基づく指定都市、中核市及び施行時特例市にあってはその長をいうものとす

る。 

１ 都道府県知事は、関係市町村長の意見を聴いて、宅地造成工事規制区域内で、宅地造成に伴う災害で相当

数の居住者その他の者に危害を生ずるものの発生のおそれが大きい一団の造成宅地の区域であって、一定の

基準に該当するものを、造成宅地防災区域として指定することができる。 

２ 都道府県知事は、その地方の気候、風土又は地勢の特殊性により、宅地造成等規制法の規定のみによって

は宅地造成に伴う崖崩れ又は土砂の流出の防止の目的を達しがたいと認める場合は、都道府県（地方自治法

に基づく指定都市、中核市及び施行時特例市の区域にあっては、それぞれの指定都市、中核市及び施行時特

例市）の規則で、宅地造成工事規制区域内において行われる宅地造成に関する工事の技術的基準を強化し、

又は付加することができる。 

３ 都道府県知事は、宅地造成工事規制区域内の宅地について、宅地造成に伴う災害を防止するために必要が

あると認める場合には、その宅地の所有者に対して、擁壁等の設置等の措置をとることを勧告することがで

きる。 

４ 宅地造成工事規制区域内の宅地において、雨水その他の地表水又は地下水を排除するための排水施設の

除却工事を行おうとする場合は、一定の場合を除き、都道府県知事への届出が必要となる。 

 

 

 

 

 

【問 20】土地区画整理法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 換地計画において定められた清算金は、換地処分の公告があった日の翌日において確定する。 

２ 現に施行されている土地区画整理事業の施行地区となっている区域については、その施行者の同意を得

なければ、その施行者以外の者は、土地区画整理事業を施行することができない。 

３ 施行者は、換地処分の公告があった場合において、施行地区内の土地及び建物について土地区画整理事業

の施行により変動があったときは、遅滞なく、その変動に係る登記を申請し、又は嘱託しなければならない。

４ 土地区画整理組合は、仮換地を指定しようとする場合においては、あらかじめ、その指定について、土

地区画整理審議会の同意を得なければならない。 

  



【問 21】農地に関する次の記述のうち、農地法（以下この問において「法」という。）の規定によれば、誤

っているものはどれか。 

１ 相続により農地を取得する場合は、法第３条第１項の許可を要しないが、相続人に該当しない者が特定遺

贈により農地を取得する場合は、同項の許可を受ける必要がある。 

２ 自己の所有する面積４アールの農地を農作物の育成又は養畜の事業のための農業用施設に転用する場合

は、法第４条第１項の許可を受ける必要はない。 

３ 法第３条第１項の許可又は法第５条第１項の許可が必要な農地の売買について、これらの許可を受けず

に売買契約を締結しても、その所有権の移転の効力は生じない。 

４ 社会福祉事業を行うことを目的として設立された法人（社会福祉法人）が、農地をその目的に係る業務の

運営に必要な施設の用に供すると認められる場合、農地所有適格法人でなくても、農業委員会の許可を得て、

農地の所有権を取得することができる。 

 

 

 

 

 

【問 22】土地を取得する場合における届出に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。なお、この問に

おいて「事後届出」とは、国土利用計画法第 23条の届出をいい、「重要土地等調査法」とは、重要施設周辺及

び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律をいうものとする。 

１ 都市計画区域外において、国から一団の土地である 6,000㎡と 5,000㎡の土地を購入した者は、事後届出

を行う必要はない。 

２ 市街化区域を除く都市計画区域内において、Ａが所有する 7,000 ㎡の土地をＢが相続により取得した場

合、Ｂは事後届出を行う必要がある。 

３ 市街化区域において、Ｃが所有する 3,000㎡の土地をＤが購入する契約を締結した場合、Ｃ及びＤは事後

届出を行わなければならない。 

４ 重要土地等調査法の規定による特別注視区域内にある 100 ㎡の規模の土地に関する所有権又はその取得

を目的とする権利の移転をする契約を締結する場合には、当事者は、一定の事項を、あらかじめ、内閣総理

大臣に届け出なければならない。 


